
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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１．施策の令和元年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

人口増の鈍化、少子高齢化の進行による扶助費等の増高や様々な行政需要の拡大に伴い歳出が増加する中、効果の高い事業

の選択と集中、及び、自主財源の確保が求められています。財政状況と国・県の動向を的確に分析し、有利な国・県支出金

、地方債等財源の研究と導入を図るとともに、自主財源の拡大に向けた取り組みを進めていきます。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮

ら

し

財政健全化判断比率（実質公債費比率）

1 6.5 6 5.5 5 5 Ｄ
％ 6.8

6.8 - - - - 0.0

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度



針

、歳入に見合った事務

に

事業の選択と実施に努

つ

めております。今後も

い

この施策を継続するこ

て

とが

基本施策の実現に

の

必須であるため、見直

達

しの必要はありません

成

。

(１) 令和 3年

（

度方針策定に際し、今

実

後の方向性や引継課題

現

【今後の方向性】

市を

）

取り巻く環境は刻々と

状

変化しており、その変

況

化に即応した財政運営

Ｃ

に向けて、現在そして

一

予測しうる将来の社会

部

経済情

勢や市の行財政

達

状況を踏まえた一般財

成

源の枠配分額の算定、

し

枠配分方式の改善や財

た

政計画の見直しを行う

Ｂ

必要があります。

【引

概

継課題】

これまでの歳

ね

入拡大や歳出削減の取

達

組を継続する一方、新

成

型コロナウイルス感染

し

症の市の財政に与える

た

影響を踏まえて、次

年

(

度以降の予算編成や財

１

政計画の策定、個別施

)

設計画における更新等

 

経費の財政計画への反

施

映について検討する必

策

要があり

ます。

の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての令和元年度までの取り組み状況を分析する

・配分された一般財源の予算枠の範囲内で、各部等が自立して予算を

政

組み立てる「部内予算

 

編成」につきまして、

 

配分額の

算定方法を、

 

過去3か年の決算額平

 

均を基に所要の補正を

策

加えることとし、より

:

実態に即した算定とな

基

るように見直しを行

い

本

ました。

・実質公債費

施

比率について、目標値

策

を下回ることはできま

:

せんでしたが、早期健

施

全化比率（25.0％

 

）よりは大きく下回っ

 

て

おり、概ね適正な財

 

政運営を行うことがで

 

きました。

(２) 基

策

本計画内の取り組みと

:

方針のうち、令和元年

施

度の重点課題の達成（

策

実現）状況

【重点課題

担

】

財政構造改革の推進

当

【重点課題に対応した

職

達成状況】

歳入拡大に

・

つきまして、ふるさと

氏

納税の体制見直しや企

名

業版ふるさと納税の実

(

施、自動販売機設置場

１

所の入札の拡大、会計

)

年度任用職員から駐車

 

場協力金を徴収する（

施

令和2年度から）など

策

の取組を行いました。

目

また歳出削減につきま

標

して、過去3

か年の決

の

算額平均より適正な予

達

算規模となるように令

成

和2年度当初予算編成

（

において予算額の圧縮

実

調整を図りました。

３

現

．施策の実現に向けて

）

の令和元年度実施後で

に

の変化を認識する

新型

向

コロナウイルス感染症

け

により社会経済活動全

た

般に支障が出ています

基

が、感染症の終息が見

本

通せない中にあって、

計

このこ

とが市の財政に

画

与える影響を注視しつ

期

つ、今後の財政計画の

間

見直しや財政運営を行

内

っていく必要がありま

の

す。

平成２７年度から

取

実施している財政構造

り

改革は、これまでに一

組

定の成果を上げており

み

、現在は歳入拡大・歳

と

出削減といった

歳入歳

方

出両面からの見直しと
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(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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13687  ふるさと納税推進事業

43,233 32,117 △25.7


